
（様式１）

「Ⅰ　はじめに」

　本学は、平成17年３月に「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」（以下、「愛媛大学憲章」という。）を制定し、優

れた教育と高度の学術研究を推進するとともに、地域をはじめ社会に貢献することを基本使命としています。特に「自ら学び、

考え、実践する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊かな人材を社会に輩出すること、とりわけ地域に立脚する大学として、

地域に役立つ人材、地域の発展を牽引する人材の養成がこれからの主要な責務」であると宣言しました。国立大学法人化を

飛躍のチャンスと捉えて、学長のリーダーシップの下、「学生中心の大学」，「地域にあって輝く大学」を目指し、積極的に大学

改革に取り組んでいます。

 　本学は、中期目標・中期計画に沿った年度計画を推進するとともに、これまで本学が行ってきた種々の施策を実効あるもの

にし、さらに愛媛大学憲章の実現を目指して、平成１８年度から次に示す５つの重点を掲げ、その具体化に取り組みました。

第一　「学生中心の大学」づくりに向けて、教育内容の不断の改革を行うとともに、学生の学習と生活支援を 

充実させる 

第二　世界レベルの研究をより一層活発に展開するとともに、質の高い多様な研究推進のための環境を整 

 備する 

第三　地域連携ネットワークを拡大し、地域の活性化，地域の発展に貢献する人材の育成と学術研究を推  

 進する

第四　先進諸国の研究拠点と連携するとともに、とりわけ援助の手を求めている東南・南アジアを中心とす

 る開発途上国への教育研究を通した支援を進める 

第五 自律的運営体制を確立し、人事マネジメントの充実と財政基盤の強化を目指す
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第五　自律的運営体制を確立し、人事マネジメントの充実と財政基盤の強化を目指す 

第一　学生中心の大学

　　○学生の学習生活支援に関して、学生の自主的学習環境の整備やサークル活動、ボランティア活動の支援、学生の学内

環境整備への参加などを推進しました。

　　○教育改革については、全学的に一体感のある学士課程教育の再構築を推進するため、すべての教育コーディネーター

を対象とした５回の研修会を開催し、各学部・学科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー

の全学的な検討を行いました。

　　○複数の学部において新設課程やコースの新設を検討し、これに伴ってAO入試を導入するとともに、附属学校の再編や

充実については長期的な視点を持ち、附属農高の大学附属化に重点的に取り組みました。 

　　○「大学院教育の在り方に関する検討ワーキンググループ」の報告に基づき、大学院改革を開始し、理工学研究科にアジ

ア防災学特別コース及びアジア環境学特別コースを開設しました。

　　○「新時代の学生リーダー養成プログラム」を実施し、本取組は文部科学省「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プ

ログラム」に採択されました。 

第二　世界レベルの研究

　　○沿岸環境科学研究センターのグローバルCOEプログラム採択、国際的な研究者賞、教育者賞の受賞や国際的なファン

ドの獲得など、先端的な研究センターが世界的評価を一段と高めました。また、「東アジア古代鉄文化研究センター」、

「宇宙進化研究センター」を新たに設置しました。 
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　　○新たな研究組織の構築，研究費の獲得、産学研究の推進を目指して、研究コーディネーター制度を導入しました。 

第三　地域の活性化，発展への貢献

　　○銀行や自治体との協定締結をはじめ、地域における講演会や南予振興塾、シンポジウムの開催、地域連携、社会貢献

に関して大きな前進がありました。 

　　○附属病院は、がん診療連携拠点病院として高度な医療を提供するとともに、７対１の看護体制により、患者サービスを向

上させました。また、新たに「海外旅行感染症外来」、松山市と連携して医療や福祉等に関する相談窓口「あいナビステ

ーション」を設置しました。

第四　教育研究を通した支援

　　○国際交流の活発化、国際貢献の進展を図り、ネパールでの国際シンポジウムの開催、インドネシア３大学との協定締結

と学長訪問による交流促進協議、フィリピン大学教育学部と協定を締結しました。

　　○大学院留学生を対象とした特別奨学金制度（渡日・帰国旅費、生活費月１０万円支給）を創設し、修学支援を充実させ

ました。

第五　自律的運営体制

　　○学部長会議に相当する運営協議会を廃止して大学改革推進協議会とし、学長室に理事と副学長(総務担当）を加えて

事前企画・提案打合せ、課題・問題の意見交換の場とすること、この下に政策チームを設置するなどの改革を行いました。

　　○事務系職員の「職員人事・人材育成の基本方針」を策定し、人材育成型・能力活用型の人事マネジメントを推進すること

としました。

その他

　　○大学評価・学位授与機構の実施する認証評価を受審し、「大学評価基準を満たしている」との評価を受けました。

「Ⅱ　基本情報」

１．目標

愛媛大学は、学術の継承と知の創造によって人類の未来に貢献することを使命とし、基本目標を定める。

１　愛媛大学は、多様な個性と資質を有する学生に、人文科学、社会科学、自然科学を広く視野に入れた教育と論理的思考

能力、自己表現能力を高める教育を実施し、自ら考え実践する能力と次代を担う誇りを持つ人材を育てる。大学院におい

ては、専門分野の深い学識と総合的判断力を身に付けた指導的人材を育成する。

２　愛媛大学は、基礎科学の推進と応用科学の展開を図り、新しい知の創造と科学技術の発展に向けた学術研究を実践する。

とりわけ、地域にある総合大学として、持てる知的・人的資源を生かし、「自律的な地域社会・地域文化の創生」、「環境に

配慮し、生きる質を大切にする社会の構築」を目指す研究を推進する。

３　愛媛大学は、高度な学術研究と次代を担う人材の育成を通し、これからの社会の文化、福祉、産業の一層の発展に貢献

するとともに、地域にある学術拠点として、地域から学びつつ、その成果を地域に還元する。さらに、世界に開かれた大学

として、海外との学術的・文化的交流を推進し、学術成果を広く世界に発信する。
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２．業務内容

　本学は、平成17年３月に「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」（以下、「愛媛大学憲章」という。）を制定し、優れた

教育と高度の学術研究を推進するとともに、地域をはじめ社会に貢献することを基本使命とし、特に「自ら学び、考え、実践

する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊かな人材を社会に輩出すること、とりわけ地域に立脚する大学として、地域に役立

つ人材、地域の発展を牽引する人材の養成がこれからの主要な責務」であると宣言した。国立大学法人化を飛躍のチャンス

ととらえ、積極的に大学改革に取り組んでいる。

　本学の特徴としては、次の点が挙げられる。

１．学生中心の大学づくり

　本学は「愛媛大学憲章」の中で「学生中心の大学作り」を謳っている。本学は学生の自主的な活動を支援しており、その

中核となる全学組織として教育や学生支援に関する業務を統括し、それらの有機的連携を図るために４センターで構成す

る教育・学生支援機構を設置している。そのうち、学生支援センターでは修学支援、学生相談などの学生支援活動を一元

的に推進している。また、学生による学生のためのボランティア活動を通して「教えあい、学びあい、助けあう力」を高めるこ

とを目的としたスチューデント・キャンパス・ボランティア(SCV)の活動は、平成16年度に文部科学省特色ある大学教育支援

プログラムに採択された。

２．地域にあって輝く大学

　本学は「愛媛大学憲章」の中で「地域にあって輝く大学」を謳っている。平成17年４月に愛媛県との連携を強化し地域のよ

り一層の飛躍・発展に資するため、愛媛県と協定を締結した。また、地域の産業・環境などの分野で相互に協力し活力ある

地域の発展と人材の育成を目的として、松山市など県下６市町と協定を締結し、サテライトオフィスを設置するなど地域の要

望を適切に把握するよう努めている。

３．先端的な研究センターの設置

　本学は「沿岸環境科学研究センター」、「地球深部ダイナミクス研究センター」、「無細胞生命科学工学研究センター」の

先端的な３研究センターを設置し、国際的な研究拠点形成を目指している。沿岸環境科学研究センターを中心とした沿岸

環境科学研究拠点が平成14年度に21世紀COEプログラムに 化学物質の環境科学教育研究拠点が平成19年度にグロ環境科学研究拠点が平成14年度に21世紀COEプログラムに、化学物質の環境科学教育研究拠点が平成19年度にグロー

バルCOEプログラムに採択された。

３．沿革

昭和24年 5月31日　　 国立学校設置法(法律第150号)が公布され、愛媛大学（文理学部、教育学部、工学部）は、新制国

立大学68校とともに設置された。

昭和29年 4月 1日　　 愛媛県立松山農科大学の国立移管(学年進行による年次移管)に伴い、本日付をもって本学に農学

部が設置された。

昭和43年 4月 1日　　 文理学部改組に伴い法文学部、理学部、教養部が設置された。

昭和48年 9月29日　  国立学校設置法の一部を改正する法律(法律第103号)により、医学部が設置された。

昭和51年10月 2日　　 医学部附属病院開院式を挙行した。

平成 8年 3月31日　　 教養部が廃止された。

平成16年 4月 1日　　 国立大学法人法(第112号)により、国立大学法人愛媛大学が設立された。国立大学法人愛媛大学

により愛媛大学が設置された。

平成17年 3月 9日    愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章が制定された。

平成17年 4月 1日    愛媛大学スーパーサイエンス特別コースが設置された。
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４．設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６．組織図

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科
人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程
障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程
生 活 健 康 課 程
情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校
附属幼稚園

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科
看 護 学 科

附属総合医学教育センター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

学 部

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科
人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程
障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程
生 活 健 康 課 程
情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校
附属幼稚園

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科
看 護 学 科

附属総合医学教育センター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附属農場
附属演習林
附属制御化農業実験実習施設
附属環境先端技術センター
附属農業高等学校

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

（修士課程）
（修士課程）
（博士課程，修士課程）

附属再生医療研究センター
（博士課程）

（修士課程）
（博士課程）

（専門職学位課程）

共 通 教 育 セ ン タ ー
英 語 教 育 セ ン タ ー
ア ド ミ ッ シ ョ ン セ ン タ ー
学 生 支 援 セ ン タ ー
教 育 企 画 室

知 的 財 産 本 部
産業科 学技 術支 援セン タ ー
地 域 創 成 研 究 セ ン タ ー
防 災 情 報 研 究 セ ン タ ー

沿岸環 境科 学研 究セン タ ー
地球深部ダイナミクス研究センター
無細胞生命科学工学研究センター

総合科 学研 究支 援セン タ ー
東アジア古代鉄文化研究セン
宇 宙 進 化 研 究 セ ン タ ー
ベ ンチ ャー ・ ビジ ネス ・ ラ ボラ ト リ ー

図 書 館 医学部分館
総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 農学部分館
実 験 実 習 教 育 セ ン タ ー
国 際 交 流 セ ン タ ー
総 合 健 康 セ ン タ ー

学 部

大 学 院 医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

学 内 施 設

先端研究推進支援機構

学内共同施設

スーパーサイエン
ス特別コース

教育・学生支援機構

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

社会連携推進機構

法 文 学 研 究 科
教 育 学 研 究 科

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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７．所在地

本部地区　：　愛媛県松山市道後樋又１０番１３号

　　　大学本部、総合健康センター、埋蔵文化財調査室

城北地区　：　愛媛県松山市文京町３番

　　　法文学部、教育学部、工学部、図書館、教育・学生支援機構、

　　　国際交流センター、総合情報メディアセンター、実験実習教育センター、

　　　無細胞生命科学工学研究センター、 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー、

　　　東アジア古代鉄文化研究センター、知的財産本部、産業科学技術支援センター、

　　　地域創成研究センター、防災情報研究センター

理学部地区　：　愛媛県松山市文京町２番５号

　　　理学部、総合科学研究支援センター、沿岸環境科学研究センター、

　　　地球深部ダイナミクス研究センター、宇宙進化研究センター

重信地区　：　愛媛県東温市志津川

　　　医学部、附属病院

樽味地区　：　愛媛県松山市樽味３丁目５番７号

　　　農学部、大学院連合農学研究科、附属農業高等学校

農業高等学校地区　：　愛媛県松山市樽味３丁目２番４０号

農学部附属農業高等学校　　　農学部附属農業高等学校

持田地区　：　愛媛県松山市持田町１丁目５番２２号

　　　教育学部附属教育実践総合センター、教育学部附属小学校、

　　　教育学部附属中学校、教育学部附属特別支援学校、

　　　教育学部附属幼稚園

８．資本金の状況

３６，１７５，８００，２４３円  （全額　政府出資）

９．学生の状況

総学生数　　　　　　

 　学士課程           

 　修士課程            

   博士課程            

    ９４１人

９，８６６人

８，５２８人

３９７人
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１０．役員の状況

   役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事５人、監事２人。任期は国立大学法人法第１５条の規定及

び国立大学法人愛媛大学組織規則第４条の定めるところによる。（平成１９年５月１日現在）

　 学　長

　 理　事

　 無細胞生命科学工学研究センター長

　 総合科学研究支援センター長

　 医学部附属病院長

　 経営政策室参与

　 香川大学理事

　 眞鍋公認会計士事務所長

　　～平成２１年３月３１日

　　平成１８年２月

理　事
(教育担当）

平成１８年３月１日理　事
(企画・計画担当）

能 勢  眞 人

経歴

理　事
(社会連携担当）

樋 口  富 壯
平成１８年３月１日 　　平成１８年２月

　　～平成２１年３月３１日

柳 澤  康 信
平成１８年３月１日 　　平成１８年２月

　　～平成２１年３月３１日

役職 氏名

理　事
(学術・国際交流担当）

遠 藤  彌重太
平成１８年３月１日

任期

　　平成１８年２月

　　～平成２１年３月３１日

　　平成１７年９月

　　～平成２０年３月３１日

理　事
(財務・病院担当）

大 橋  裕 一
平成１８年３月１日 　　平成１８年２月

　　～平成２１年３月３１日

監　事 芳 澤  宅 實
平成１９年４月１日

監　事 眞 鍋     清
平成１８年４月１日 　　平成１８年３月

　　～平成２０年３月３１日

　　平成１８年２月

　　～平成２１年３月３１日
学　長 小 松　正 幸

平成１８年３月１日

１１．教職員の状況

教員　１，６３７人（うち常勤９５４人、非常勤６８３人）

職員　１，３６１人（うち常勤９５２人、非常勤４０９人）

（常勤教職員の状況）

常勤教職員は、前年度比で２７人（１．４％）増加しているが、これは７対１看護体制の実施により看護士を約５０人増員した

ことによるものである。平均年齢は４２．５９歳（前年度４３．０５歳）となっている。このうち、国からの出向者は３人、地方公共団

体からの出向者９８人であり、民間からの出向者はいない。
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「Ⅲ　財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）

１．貸借対照表 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=8

(単位：百万円）

固定資産 固定負債
有形固定資産 資産見返負債

土地 センター債務負担金
　 減損損失累計額 長期借入金等
建物 引当金

減価償却費累計額等 　 退職給付引当金
構築物 その他の固定負債

減価償却費累計額等
工具器具備品 流動負債

減価償却費累計額等 運営費交付金債務
その他の有形固定資産 その他の流動負債

その他の固定資産

流動資産
現金及び預金 資本金
その他の流動資産 政府出資金

資本剰余金
利益剰余金

純資産合計

資産合計

２．損益計算書 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=10

(単位：百万円）

1,773
4,393

42,342

78,520

36,1762,993

633
10,155

25

10,631

12,735

負債合計

△ 8,416

1,102
5,873

36,178

△ 9,443
1,582

△ 679

8,455
12,786
3,681

444

純資産の部

30,490
△ 4

31,657

資産の部 金額 負債の部 金額

78,520 負債純資産合計

金額

業務費
教育経費
研究経費
診療経費
教育研究支援経費
人件費
その他

一般管理費
財務費用
雑損

運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
その他の収益

３．キャッシュ・フロー計算書 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=11

(単位：百万円）

人件費支出 △ 18,916

4,447

金額

389

目的積立金取崩額　(D)

当期総利益　(B-A+C+D)

160

5

34,807

13,561

2,270

臨時損益　(C)

5,793
12,313
3,140

△ 16

経常費用　(A)

経常収益　(B)

32,680

1,572
1,996
7,659

501
18,752

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー (A)

金額

752
1,053
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その他の業務支出
運営費交付金収入
学生納付金収入
附属病院収入
その他の業務収入

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー (B)

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー (C)

Ⅳ資金に係る換算差額 (D)

V 資金増加額　（E=A+B+C+D)

Ⅵ資金期首残高　（F)

Ⅶ資金期末残高　(G=F+E)

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=12
(単位：百万円）

損益計算書上の費用

(控除）　自己収入等

(その他の国立大学法人等業務実施コスト）

Ⅱ　損益外減価償却相当額

Ⅲ　損益外減損損失相当額

Ⅳ　引当外賞与増加見積額

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額

Ⅵ　機会費用

Ⅶ　(控除）　国庫納付額

Ⅷ　国立大学法人等業務実施コスト

５．財務情報

4,238

14,554

1,640

△ 32

△ 219

525

-

-

Ⅰ　業務費用 12,638

△ 936

△ 1,418

-

2,093

△ 20,072

13,897
5,149

12,195
2,576

6,331

32,710

金額

△ 10,453

（１）　財務諸表の概況

①　主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

　（資産合計）

平成１９年度末現在の資産合計は前年度比２，７０８百万円（４％）増の７８，５２０百万円となっている。

主な増加要因としては、建物簿価が、耐震改修及び附属病院の基幹・環境整備事業等により、１，２９６百万円

（６％）増の２２，２１４百万円、現金及び預金が、未払金の増加等により、１，２９３百万円（１４％）増の１０，６３１百万円

となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、工具器具備品簿価が、減価償却等により３６９百万円（８％）減の４，３１８百万円と

なったことが挙げられる。

　（負債合計）

平成１９年度末現在の負債合計は３２５百万円（１％）増の３６，１７８百万円となっている。

主な増加要因としては、長期借入金が、病院の再開発のための借入れなどにより９４０百万円（３３％）増の３，７９８

百万円、資産見返負債が、設備投資を行なった結果として２６６百万円（３％）増の８，４５５百万円、その他の流動負債

に含まれている未払金が、期末における固定資産購入等の増加により１，３６０百万円（３０％）増の５，８４７百万円となっ

たことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、財務・経営センター債務負担金（固定・流動負債）が、償還により１，３６０百万円（９％）

減の１４，１８３百万円、その他の固定・流動負債に含まれている長期リース債務等が、リース債務の返済により、５７３百

万円（４３％）減の７５６百万円、その他の流動負債に含まれる前受金が、当年度から授業料の前納を実施しなかったこ

とにより、３１４百万円（１００％）減となったことが挙げられる。
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　（純資産合計）

平成１９年度末現在の純資産合計は２，３８２百万円（６％）増の４２，３４２百万円となっている。

主な増加要因としては、損益外減価償却累計額等控除前の資本剰余金が、施設整備費補助金及び目的積立金

等を財源とする設備投資等により２，６８１百万円（４３％）増の８，８９９百万円となったこと、利益剰余金に含まれている

目的積立金が、平成１８年度の利益剰余金の繰越承認等により６２０百万円（４９％）増の１，８８４百万円となったことが

挙げられる。

また、主な減少要因としては、減価償却等の見合いとして損益外減価償却累計額が増加したことにより１，６３０百

万円（３０％）減の７，０４０百万円となったことが挙げられる。

イ．損益計算書関係

　（経常費用）

平成１９年度の経常費用は１０４百万円（０％）増の３２，６８０百万円となっている。

主な増加要因としては、教育経費が、国からの補助金の獲得に伴い３２２百万円（２６％）増の１，５７２百万円、研究

経費が、競争的資金獲得等に伴い９８百万円（５％）増の１，９９６百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、教員人件費が、退職給付費用等の減に伴い１８７百万円（２％）減の１０，９９３百万円、

一般管理費が、当事業年度における移設撤去費等の減少に伴い３０７百万円（２３％）減の１，０５３百万円となったこと

なったことが挙げられる。

　（経常収益）

平成１９年度の経常収益は、７６０百万円（２％）増の３４，８０７百万円となっている。

主な増加要因としては、附属病院収益が、抗加齢センターの設置・循環器系の強化・手術件数の増加・入院基本

料看護基準７対１の取得等に伴い、７２１百万円（６％）増の１２，３１３百万円、その他の収益に含まれている補助金等

収益が、国からの補助金の獲得に伴い２３５百万円（３２３％）増の３０８百万円となったこととなったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、運営費交付金収益が、算定ルール等の要因に伴い、１９９百万円（１％）減の１３，５６１

百万円、その他の収益に含まれている施設費収益が、移設撤去費用の減少に伴い、２９３百万円（８６％）減の４９百万

円となったことが挙げられる。

　（当期総損益）

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損等３０百万円、臨時利益として固定資産の除却に伴う

資産見返負債戻入等　１４百万円、目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額１６０百万円を計上した結果、

平成１９事業年度の当期総損益は５６５百万円（３３％）増の２，２７０百万円となっている。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

　（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成１９年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、４１８百万円（９％）減の４，４４７百万円となっている。

主な増加要因としては、附属病院収入が、５１１百万円（４％）増の１２，１９５百万円となったことが挙げられる。

主な減少要因としては、運営費交付金収入が、５６３百万円（４％）減の１３，８９７百万円となったこと、その他の業務

支出に含まれている原材料、商品又はサービスの購入による支出が、４２１百万円（５％）増の９，１６５百万円となったこ

とが挙げられる。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成１９年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、４，５８４百万円（83％）増の△９３６百万円となっている。

主な増加要因としては、定期預金の預入による支出が、２３，４００百万円（７１％）減の９，７００百万円となったことが

挙げられる。
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主な減少要因としては、定期預金払戻による収入が、１７，６００百万円（６３％）減の１０，５００百万円となったこと、

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が、１，２９８百万円（５８％）増の３，５５３百万円となったことが挙げ

られる。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成１９年度の財務活動によるキャッシュ・フローは９４１百万円（４０％）増の△１，４１８百万円となっている。

主な増加要因としては、長期借入れによる収入が、１，０５８百万円（１００％）増の１，０５８百万円となったことが挙げ

られる。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

　（国立大学法人等業務実施コスト）

平成１９年度の国立大学法人等業務実施コストは１，２８４百万円（８％）減の１４，５５４百万円となっている。

主な減少要因としては、引当外退職給付増加見積額が、定年退職教員の１年間不補充及び人件費削減計画の実

施に伴い、２５６百万円減の△２１９百万円となったこと、自己収入等に含まれている附属病院収益が、７２１百万円（６％）

増の１２，３１３百万円（表示上は△）となったことが挙げられる。

(表）　主要財務データの経年表 (単位：百万円）

負債合計

１９年度

42,342

78,520

32,680

１７年度

38,504 39,959
32,525 32,575
33,330

１６年度

36,325 35,853
74,105 74,829

１８年度
資産合計 75,813

純資産合計

区分

経常費用
経常収益
当期総損益

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,139
財務活動によるキャッシュ・フロー
資金期末残高

37,437
36,669
32,572

993
33,541

業務活動によるキャッシュ・フロー 8,078
△ 2,374

△ 719

36,178

△ 486

4,447

34,807
786 1,705 2,270

34,046

4,8654,892
△ 5,520 △ 936
△ 2,358 △ 1,418

（注1）　　平成１９年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針報告書」の改訂に伴い、引当外賞与増加

見積額を計上している。

（注2）　　平成１９年度の「当期総損益」における前年度比の増加は、附属病院収入の増収、及び人件費の節減が主な要因である。

（注3）　　平成１９年度の「投資活動によるキャッシュ・フロー」における前年度比の増加は、定期預金の預入及び払戻の減少が主な要因である。

（注4）　　平成１９年度の「財務活動によるキャッシュ・フロー」における前年度比の増加は、（独）国立大学財務・経営センターからの長期借入金の収入が

主な要因である。

（注5）　　平成１９年度の「資金期末残高」における前年度比の増加は、期末の未払金の増加が主な要因である。

（注6）　　平成１９年度の「引当外退職給付増加見積額」における前年度比の減少は、人件費の削減計画等に基づいた該当教職員の減少が要因である。

（注7）　　平成19年度の「機会費用」の減少は、機会費用の算定に係る利回りの減少が主な要因である。

②　セグメントの経年比較・分析　（内容・増減理由）

ア．業務損益

附属病院セグメントの業務損益は１，１６８百万円と、前年度比３４８百万円（４３％）増となっている。これは、附属病院

収益の増収努力等に伴い、附属病院収益が前年度比７２１百万円（６％）増となったことが主な要因である。

その他セグメントの業務損益は９５９百万円と、前年度比３０８百万円（４７％）増となっている。これは、「「国立大学法

人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針報告書」の改訂及び人件費の削減努力等に伴い、

人件費が前年度比１，１９６百万円（９％）減となったことが主な要因である。

13,916 13,424

525

△ 32
103 37

　　　（控除）　国庫納付額

△ 733

　　業務費用

523　　機会費用

　　損益外減損損失相当額 -

資金期末残高
国立大学法人等業務実施コスト

14,504
　（内訳）

16,393
5,452 7,251 4,238 6,331

14,55416,500 15,837

12,638

△ 19,159 △ 20,072

94

716 655

32,583 32,710

-

-

　　損益外減価償却相当額 2,099 1,765

-

1,640

　　引当外退職給付増加見積額

　　　　うち自己収入 △ 18,068 △ 18,739

-

1,627

△ 219

-

　　　　うち損益計算書上の費用 32,572 32,655

　　引当外賞与増加見積額 - -

--
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（表）　業務損益の経年表 (単位：百万円）

（注1）　　平成１９年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針報告書」の改訂に伴い、教職員の

人件費及び人件費相当の運営費交付金収益を勤務実態に応じて配分する方法に変更しており、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、

附属病院セグメントにおいて人件費は９８６百万円、運営費交付金収益は８５１百万円増加し、その他セグメントにおいては人件費及び運営

費交付金収益が同額減少している。

（注2）　　平成１９年度の業務損益の増加は、附属病院セグメントについては、附属病院の増収、その他セグメントについては、人件費の削減が主

な要因である。

イ．帰属資産

附属病院セグメントの帰属資産は１５，６７１百万円と、前年度比２百万円（０％）の増となっている。これは、附属病

院における未収附属病院収入が前年度比８１百万円（４％）の増となったことが主な要因である。

その他セグメントの帰属資産は５０，９２１百万円と、前年度比１，２０９百万円（２％）の増となっている。これは、耐震

改修等に伴い、建物が前年度比１，１５５百万円（８％）の増となったことが主な要因である。

（表）　帰属資産の経年表 (単位：百万円）

（注1）　　平成１８年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針報告書」の改訂に伴い、各セグメント

に配賦しなかったものは法人共通の欄へ記載することとなったため、帰属資産の現金及び預金等を法人共通に計上している。

（注2）　　法人共通の平成１９年度の増加は現金及び預金の増加であり、未払金の増加が主な要因である。

③　目的積立金の申請状況及び使用内訳等

当期総利益２ ２７０ ４０６ ０１２円のうち 中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上及び組織運

269
959

１８年度

536

１７年度
819
651

１９年度
1,168

19,107
１６年度

15,668

- -

１９年度

74,829

その他
-

55,301 55,722

74,105 78,52075,813

附属病院 18,804

法人共通 -
49,712

11,92910,432
50,921

2,127

15,671

合計

区分 １６年度
384
585

附属病院
その他

区分 １７年度 １８年度

法人共通
1,471

-
969合計 805

-

当期総利益２，２７０，４０６，０１２円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上及び組織運

営の改善に充てるため、１，４８９，３８９，４９２円を目的積立金として申請している。

平成１９年度においては、教育研究・組織運営改善積立金及び附属病院運営改善積立金の目的に充てるため、９３９

百万円を資産の購入等に使用した。

（２）　施設等に係る投資等の状況

①　当事業年度中に完成した主要施設等

(単位：百万円）

②　当該事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

継続中の主要施設等の新設・拡充なし。

③　当該事業年度中に処分した主要施設等

重要な処分した主要施設等なし。

教育学部附属小学校　

73
273

法文学部講義棟
教育学部２号館　
工学部２・３号館　

129
541

附属病院　
附属図書館

619

施設名称等

共通教育管理棟（城北）

413

168

共通教育講義棟（城北）　

766

取得原価
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④　当事業年度において担保に供した施設等

土地－愛媛県東温市志津川字（３筆分）

(単位：百万円）

（３）　予算・決算の概況

    以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。

(単位：百万円）

収入
運営費交付金収入
補助金等収入
学生納付金収入
附属病院収入
その他の収入

支出
教育研究経費
診療経費
一般管理費
その他の支出

収入－支出
（注１）　　平成１９年度の「補助金等収入」における決算額の増加は、国からの補助金の獲得に伴う増収が要因である。

（注２）　　平成１９年度の「附属病院収入」における決算額の増加は、抗加齢センターの設置・循環器系の強化・手術件数の増加・入院基本料看護基準

７対１の取得等に伴う増収が主な要因である。

（注３）　　平成１９年度の「その他の収入」における決算額の増加は、国の各組織、特殊法人及び民間からの受託研究等及び寄附金の獲得による増収及

び目的積立取崩の増加が主な要因である。

（注４）　　平成１９年度の「教育研究経費」における決算額の減少は、年度計画における予算上、教育研究診療経費を計上しているが、決算上は診療経

費にて執行されていることが主な要因である。

（注５）　　平成１９年度の「診療経費」における決算の増加は、（注４）及び増収に伴う支出の増加が主な要因である。

（注６） 平成１９年度の「一般管理費」における決算額の増加は 目的積立金の執行に伴う支出増加が主な要因である

地　　番
　野中甲393－3

7,292
2,754 3,088

－

3,334
35,460 34,255
3,236 1,709

938 345 2,210
4,840

－ 1,756 △ 451 1,632

2,014

11,685 10,846 12,195
2,192

250 209 1,228 2,851

10,232 10,509 10,437

取得価格 被担保債務額

5,421 6,296
2,784 2,498 2,770 2,7382,756 2,617
5,216 4,678 5,248 7,250

34,202
14,505

2,566

16,586
10,14510,058 11,471

5,863 5,431

16,227

11,183

14,509

10,641

34,316 32,977
16,574 16,523 16,456

11,878

34,031

9,742 9,278 9,742 11,084

2,798 4,445

14,402

3,593

2,096 1,949

1,058

14,460 14,460 13,897

1,403

14,922 14,922 14,537 14,537
34,316 33,915 34,547 37,671

区分

34,970 38,39534,255 35,787
決算 予算

35,422 36,763

2,560
5,319 4,941

１９年度

5,779

予算予算 決算 予算 決算
１６年度 １７年度 １８年度

5,355 5,480 5,149

決算

14,047

（注６）　　平成１９年度の「一般管理費」における決算額の増加は、目的積立金の執行に伴う支出増加が主な要因である。

（注７）　　平成１９年度の「その他支出」における決算額の増加は、（注１）及び（注３）に伴う支出増加が主な要因である。

「Ⅳ　事業の実施状況」

（１）　財源構造の概略等

当法人の経常収益は、３４，８０７百万円で、その内訳は、運営費交付金収益（資産見返負債戻入２４１百万円を含む。）　

１３，８０２百万円（４０％）、学生納付金収益５，７９３百万円（１７％）、附属病院収益１２，３１３百万円（３５％）、その他２，８９９百

万円（８％）となっている。

また、医学部附属病院における基幹・環境整備事業の財源として、（独）国立大学財務・経営センターの施設費貸付事業

により長期借入れを行った（平成１９年度新規借入れ額１，０５８百万円、期末残高３，７９８百万円）。

（２）　財務データ等と関連付けた事業説明

ア．　附属病院セグメント

附属病院セグメントは、２０の診療科、２６の中央診療施設等、薬剤部、診療支援部、看護部及び総合臨床研究センター

により構成されており、愛媛大学医学部附属病院の理念・目標「理念：患者様から学び、患者様に還元する病院」「目標：愛

媛県民から信頼され愛される病院、患者様の立場に立てる医療人の養成、愛媛で育ち、世界に羽ばたく医療の創造」のもと、

地域医療に奉仕することを目的としている。

平成１９年度においても、引き続き経営改善係数２％（２億円の増収）がかかる厳しい病院経営の中、将来を見据えた病院

運営のため、下記の事業を行った。
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①保育所事業

附属病院にて勤務する職員の子育て支援・女性のための環境づくりを目的に、平成１９年４月に保育施設を開設した。

特に、当保育所では、看護部管理室による交代制勤務へのサポート等職員が利用しやすい環境づくりについて努力し、

看護師の増員、労働時間短縮のための業務の見直しなど、働きやすい職場にする一助となった。

②７対１看護基準の確保事業

看護師を５４名増員し、入院看護基準を１０対１から７対１に変更することにより、患者サービス、看護師の労務環境の改

善が図られた。

③脳卒中・循環器病センターの拡充専門化事業

愛媛県は心臓病による死亡率が高く、さらに進行しつつある高齢化によって心臓病患者数は今後も著しく増加すること

が予想される。しかし、愛媛県においてはいくつかの高機能の病院がそれぞれに循環器診療を行なっているものの、心臓

病に対する体系的な対策が遅れている。その対策として、平成１５年度に設置した「脳卒中・循環器病センター」を拡充専

門化（小児循環器、成人循環器、外科循環器及び脳卒中部門）させ、それぞれの疾患に特化した診療体制を整えることと

した。実施年月日は平成２０年４月１日であり、この拡充専門化のため、設備投資及び部門改修経費として、４５２百万円の

経費を自己資金にて投入した。

④放射線治療機器緊急整備事業

放射線治療を必要とする患者の増加、特に全身照射、定位放射線治療等の一例に時間を費やす高精度放射線治療を

必要とする患者の増加が予測される。このような患者に対して、専門的ながん医療の提供、適切な放射線治療を提供する

ため整備を図る必要があり、厚生労働省の「がんに係る放射線治療機器緊急整備事業」補助金（１／２補助 ： １４０百万円

の補助金）を利用して小型リニアック放射線治療器を整備した。この機器整備により、専門的ながん医療の提供、特に高度

な放射線治療の提供が可能となった。　　

⑤プライバシー保護に配慮した外来改修事業

平成１８・１９年度の２ヶ年間をかけて、外来のプライバシー保護を確保するとともに診療アメニティーを向上を目的として、

１２０百万円の病院経費を充当し、外来改修工事が完成した。

附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益３，１４８百万円（資産見返負債戻入３３百万円を含む。）

（２０％）、附属病院収益１２，３１３百万円（７８％）、その他２９８百万円（２％）となっている。また、事業に要した経費は、診療経

費７，６５９百万円、受託研究費１４１百万円、人件費６，２０３百万円、一般管理費１１１百万円、財務費用３８２百万円、その他

９６百万円となっている。

イ．その他

附属病院以外のセグメントは学部、研究科、学内共同施設、附属学校及び管理運営 組織により構成されており、大学憲

章に掲げた基本目標のもと、「学生中心の大学」、「地域にあって輝く大学」を目指して、教育・研究・社会貢献を行うことを目

的としている。

平成１９年度においては、人件費抑制という厳しい状況の中、大学法人の基盤ともいえる教育研究活動のさらなる推進のた

めに「スクラップ＆ビルド」をキーワードに下記の事業を行った。

①第２期教育研究重点事業

各学部の教育研究環境の整備・充実を行うために、本事業を継続するとともに、予算が潤沢でない附属学校を新たな交

付対象としたことにより、附属学校の教育環境の整備・充実を図ることができた。

②科研インセンティブ事業

中期計画に定めた「科学研究費補助金等の外部資金への応募件数を増加させる」に基づき、科研インセンティブ経費

を新設した結果、採択件数が６％（１７件）増加した。

③学内競争的資金充実事業

「研究評価システムを策定し、学内の競争的資金を配分させる」という中期計画のもと、産業技術シーズ育成研究支援経

費及び地域連携プロジェクト経費を新設し、学内競争的資金配分の充実を図るとともに、大学の社会連携、地域貢献に寄
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与した。

その他セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益１０，６５４百万円（資産見返負債戻入２０８百万円を含む。)

（５６％）、学生納付金収益５，７９３百万円（３０％）、その他２，６０２百万円（１４％）となっている。また、事業に要した経費は、教

育経費１，５６７百万円、研究経費１，９１２百万円、教育研究支援経費５０１百万円、受託研究費５６９百万円、人件費１２，５４９

百万円、一般管理費９４２百万円、その他４８百万円となっている。

（３）　課題と対処方針等

法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、寄附金などの外部資金の獲得に努めた。

経費の節減への取組については、「地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに、省エネルギー指導員１９９名を配置し環境保

全と省エネルギー対策を推進するとともに教職員・学生への意識啓発を行った。

制度的には、電力量節約に対する「省エネインセンティブ経費」及び老朽化したエアコンの更新を支援する「エアコン更新補

助金制度」の導入を図った。

種々経費の節減に努めた結果、電気料・電話料・定期刊行物・メール便利用等で総額２４百万円節減できた。

また、外部資金の獲得については、前年度と比較して、受託研究等で１１百万円（未収金を含む）、寄附金で８３百万円の増収

となった。今後とも、産学連携の一層の促進のため、企業との技術交流会、企業訪問による要望聴取、愛媛県商工

会議所連合会との交流・相談会等を実施し、安定した外部資金獲得に努めたい。

その外に、資金運用による増収に努め、５３百万円の運用益を得ることができた。

「Ⅴ　その他事業に関する事項」

１．　予算、収支計画及び資金計画

（１）．予算

決算報告書参照決算報告書参照

（２）．収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_26178_01.pdf#page=18

http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=10

（３）．資金計画

年度計画及び財務諸表（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書）参照 http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_26178_01.pdf#page=19

http://www.ehime-u.ac.jp/upload/temp/block_2943_01.pdf#page=11

２．　短期借入れの概要

短期借入れの実績なし。

３．運営費交付金債務及当期振替額の明細

（１）　運営費交付金債務の増減額の明細

(単位：百万円）

57512,853 469 - 13,322１９年度 - 13,897

１８年度 740 - 708 - -

１７年度 27 - - - -

交付年度 期首残高
交付金当
期交付金

当期振替額

運　営　費　交
付　金　収　益

32

期末残高資　産　見　返
運　営　費　交

付金

資本
剰余金

小計

27-

708
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（２）　運営費交付金債務の当期振替額の明細

　①平成１８年度交付分

(単位：百万円）

収 益

費 交 付 金

計

該当なし

　

合計

　②平成１９年度交付分

収 益

費 交 付 金

内　　　　　　　　　訳

に よ る 振 替 額

業 務 達 成 基 準 運 営 費 交 付 金 324

708

区　　　分

資 産 見 返 運 営

資 産 見 返 運 営 －

資本剰余金
－

金　　額

国立大学法人会

計基準第７７第３

項による振替額

に よ る 振 替 額

147

－

708

費 用 進 行 基 準 運 営 費 交 付 金

区　　　分 金　　額

708 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、認証評価経費
②当該業務に係る損益等
　ｱ）損益計算書に計上した費用の額：708
　（人件費707、その他の経費1）
　ｲ）自己収入に係る収益計上額：0
　ｳ）固定資産の取得額：0
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務708百万円を収益化。

内　　　　　　　　　訳

①業務達成基準を採用した事業等：教育改革事業、研究推進事業、国費留学生
支援事業、卒後臨床研修必修化に伴う研修事業、医師不足分野等教育指導推
進事業、再チャレンジ支援事業、学内COE育成支援事業
②当該業務に係る損益等
　ｱ）損益計算書に計上した費用の額：324
　（研究経費：108、教員人件費：133、その他経費：83）

ｲ）自己収入に係る収益化額：0

計

収 益

費 交 付 金

計

資本剰余金
0

期 間 進 行 基 準 運 営 費 交 付 金 11,743

に よ る 振 替 額

471

12,062

資本剰余金
－

ｲ）自己収入に係る収益化額：0
　ｳ）固定資産の取得額：研究用機器141、教育用機器6
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　教育改革事業については、平成19年度に終了する事業であり、十分な成果を
上げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。
　研究推進事業のうち「大型超高硬度ﾅﾉﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞおよび関連物質の合成と評
価」については平成19年度に、「新興病原微生物対策の新規基盤研究」、「先端
的再生医療技術による難治性疾患治療法の開発」及び「瀬戸内海長期変動研
究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」については平成21年度にそれぞれ終了する事業であり、十分な成
果を上げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。
　国費留学生支援事業及び卒後臨床研修必修化に伴う研修事業については、
予定した在籍者に満たなかったため、当該未達分を除いた額それぞれ18百万
円、41百万円を収益化。
　その他の業務達成基準を採用している事業等については、それぞれの事業等
の成果の達成度合い等を勘案し、114百万円を収益化。

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進行基準を採用し
た業務以外の全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ｱ）損益計算書に計上した費用の額：11,743
　（人件費11,735、その他の経費8）
　ｲ）自己収入に係る収益計上額：18,583
　ｳ）固定資産の取得額：建物116、器具及び備品119、その他84
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期間進行基準に係る運営
費交付金債務を全額収益化。

資 産 見 返 運 営 319
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収 益

費 交 付 金

計

該当なし

　

合計

（３）　運営費交付金債務残高の明細

(単位：百万円）

該当なし

3

資本剰余金

789

－

－

交付年度

業 務 達 成 基 準

に係る分

国立大学法人会

計基準第７７第３

項による振替額

26

を 採 用 し た 業 務

に よ る 振 替 額

資 産 見 返 運 営

13,322

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

１７年度

費 用 進 行 基 準 運 営 費 交 付 金 786

に係る分

1

を 採 用 し た 業 務

に係る分

費 用 進 行 基 準

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、移転費、建物新営設備費、その
他
②当該業務に係る損益等
　ｱ）損益計算書に計上した費用の額：786
　（人件費706、その他の経費80）
　ｲ）自己収入に係る収益計上額：0
　ｳ）固定資産の取得額：3
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務786百万円を収益化。

残高の発生理由及び収益化等の計画運営費交付金債務残高

卒後臨床研修必修化に伴う研修事業
・卒後臨床研修必修化に伴う研修事業について、在籍者が予定数に達しなかっ
たため、その未達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、平成２０年度において当該事業関連経費に使用予定。

－

休職者給与、一般施設借料（土地建物借料）
・休職者給与及び一般施設借料（土地建物借料）の執行残であり、当該債務は
翌事業年度以降使用の方途がないため、中期目標期間終了時に国庫返納する
予定である。

計

該当なし

計

１８年度
業 務 達 成 基 準 32

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

27

を 採 用 し た 業 務

に係る分

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係る分

に係る分

費 用 進 行 基 準 0

を 採 用 し た 業 務

32

国費留学生支援事業
・国費留学生支援事業について、在籍者が予定数に達しなかったため、その未
達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、翌事業年度以降使用の方途がないため、中期目標期間終了時に
国庫返納する予定である。
卒後臨床研修必修化に伴う研修事業
・卒後臨床研修必修化に伴う研修事業について、在籍者が予定数に達しなかっ
たため、その未達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、平成２０年度において当該事業関連経費に使用予定。

予定 ある。

特別支援事業
・特別支援事業（愛媛ﾌﾟﾛﾃｵ科学推進ｼｽﾃﾑ）の執行残に係る債務は翌事業年度
以降使用の方途がないため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。
一般施設借料（土地建物借料）
・一般施設借料（土地建物借料）の執行残に係る債務は翌事業年度以降使用の
方途がないため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

－
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該当なし

計

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

１９年度
業 務 達 成 基 準 17

を 採 用 し た 業 務

に係る分

費 用 進 行 基 準 558

期 間 進 行 基 準 －

を 採 用 し た 業 務

に係る分

を 採 用 し た 業 務

に係る分

575

国費留学生支援事業
・国費留学生支援事業について、在籍者が予定数に達しなかったため、その未
達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、翌事業年度以降使用の方途がないため、中期目標期間終了時に
国庫返納する予定である。
卒後臨床研修必修化に伴う研修事業
・卒後臨床研修必修化に伴う研修事業について、在籍者が予定数に達しなかっ
たため、その未達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、平成２０年度において当該事業関連経費に使用予定。
再チャレンジ支援事業（授業料免除相当分）
・再チャレンジ支援事業（授業料免除相当分）について、授業料免除者が予定数
に達しなかったため、その未達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、平成２０年度において当該事業関連経費に使用予定。

退職手当
・退職手当の執行残558については、翌事業年度以降に使用する予定。
一般施設借料（土地建物借料）
・一般施設借料（土地建物借料）の執行残に係る債務は翌事業年度以降使用の
方途がないため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。
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                                                                        （別紙）

■財務諸表の科目

  １．貸借対照表

    有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の固定資産。

    減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低下し、

 回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで減少させる

 会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。

    減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。

    その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

    その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。

    現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年以内に

 満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

    その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸資産等が

 該当。

    資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額と

 同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返負債については、当該

 償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

    センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センターが承継した

 財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた相当額。

    長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI債務、長期リース

 債務等が該当。

    引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職給付引当金

 等が該当。

    運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

    政府出資金：国からの出資相当額。

    資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。

    利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

  

  ２．損益計算書

    業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。

    教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。

    研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

    診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。

    教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及

 び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの

 運営に要する経費

    人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

    一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

    財務費用：支払利息等。

    運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

    学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

    その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。
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    臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。

    目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に教育研究

 の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを行った額。        

  ３．キャッシュ・フロー計算書

    業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交

 付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。

    投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた

 運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。

    財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済によ

 る収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。

    資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

    

  ４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

    国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負担す

 べきコスト。

    損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金等の

 自己収入を控除した相当額。

    損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産の

 減価償却費相当額。

    損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損

 損失相当額。

    引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当金相当

 額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額

 は、注記事項として貸借対照表注記として記載）。

    引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場合の退職

 給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額

 の総額は、注記事項として貸借対照表注記として記載）。

    機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負担すべき

 金額等。
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（様式２）

国立大学法人愛媛大学

差　　　額
（決算－予算）

 収入 　 　 　
運営費交付金 13,897 14,047 149 （注１）
施設整備費補助金 1,894 1,894 -
船舶建造費補助金 - - -
補助金等収入 55 598 544 （注２）
国立大学財務・経営センター施設費交付金 - 67 67 （注３）
自己収入 16,440 17,558 1,119 　

授業料、入学料及び検定料収入 5,480 5,149 △ 331 （注４）
附属病院収入 10,846 12,195 1,349 （注５）
財産処分収入 - - -
雑収入 113 214 101 （注６）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,441 2,234 793 （注７）
引当金取崩 - - -
長期借入金 1,058 1,058 -
貸付回収金 - - -
承継剰余金 - 3 3 （注８）
旧法人承継積立金 - - -
目的積立金取崩 185 935 750 （注９）

計 34,970 38,395 3,425
 支出

業務費 26,372 26,383 11
教育研究経費 16,227 14,505 △ 1,722 （注10）
診療経費 10,145 11,878 1,733 （注11）

一般管理費 2,754 3,088 334 （注12）
施設整備費 2,953 3,020 67 （注13）
船舶建造費 - - -
補助金等 55 598 544 （注14）
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,441 1,820 379 （注15）
貸付金 - - -
長期借入金償還金 1,847 1,854 7 （注16）
国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 - - -

計 35,422 36,763 1,342

収入－支出 △ 451 1,632 2,084
　注）「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、前年度よりの繰越額からの使用額218百万円

○予算と決算の差異について

（注９）目的積立金取崩については、図書館耐震改修等工事・大学基盤整備費・大学改革等推進経費等の事業を行ったこ
　　　　とにより、予算金額に比して決算金額が750百万円多額となっております。

（注10）教育研究経費については、予算計画時には附属病院に係る教育研究診療経費を教育研究経費に計上していたこと
　　　　等により、予算金額に比して決算金額が1,722百万円少額となっております。

（注13）（注３）に示した理由等により、予算額に比して決算額が67百万円多額となっております。

（注14）（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が544百万円多額となっております。

（注15）（注７）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が379百万円多額となっております。

（注16）長期借入金償還金については、平成18年度からの償還金繰入により、予算金額に比して決算金額が7百万円多額
　　　　となっております。

（注１）運営費交付金収入については、退職手当に係る運営費交付金債務からの繰越額により、予算金額に比して決算金
　　　　額が149百万円多額となっております。

（注２）補助金等収入については、国からの補助金の獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が544百万円多額と
　　　　なっております。

（注５）附属病院収入については、抗加齢センターの設置・循環器系の強化・手術件数の増加・入院基本料看護基準７対
　　　　１の取得等により、予算に比して決算金額が1,349百万円多額となっております。

（注６）雑収入については、主として有価証券の運用益・受取利息・育児・介護雇用安定等助成金・特許出願支援経費等
　　　　により、予算金額に比して決算金額が101百万円多額となっております。

（注７）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、国の各組織、特殊法人及び民間からの受託研究等及び寄附金
　　　　の獲得に努めたため、予算金額に比して793百万円決算金額が多額となっております。

（注８）承継剰余金については、医療訴訟に係る賠償金支払いのため、予算金額に比して決算金額が3百万円多額となって
　　　　おります。

（注３）国立大学財務・経営センター施設費交付金については、予算計画時に決定されていなかったことにより、予算額
　　　　に比して決算金額が67百万円多額となっております。

（注４）授業料、入学料及び検定料収入については、平成２０年度入学者に係る授業料の前納分を行わなかったこと等に
        より、予算額に比して決算金額が331百万円少額となっております。

（注11）（注10）に示した理由及び増収に伴う支出の増加等により、予算金額に比して決算金額が1,733百万円多額となっ
　　　　ております。

（注12）（注９）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が334百万円多額となっております。

平成１９年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考
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